
 
 
 

 

分 野：（２）COPD に関する調査研究 
  調査研究課題名：①COPD 患者の自己管理と重症化予防 
  委 託 業 務 名：COPD 身体活動性の長期維持に向けた具体的方策の探求 
                          研究代表者：南方 良章（国立病院機構和歌山病院）  

【第 14 期環境保健調査研究の概要】 
第 12 期本調査研究にて、患者の 1 日総歩数標準値を算出する数式の作成、算出された標準値

と現状の歩数実測値に基づく個々の歩数目標値決定方法の開発と、パイロット試験での有用性

の確認を行い、第 13 期本調査研究において目標値提供の無作為化比較試験で、目標値提供群

で 6 か月後に有意な歩数の増加効果を確認してきた。今回は 3 年後の身体活動性追跡調査を行

うために倫理審査承認等の準備をおこなった。また、第 13 期調査研究で未実施であった分析

を行った。歩数増加群では GDF-15 の変化量が有意に増加していた。アンケートでは、目標歩

数はほぼ許容され、自己管理アプリも扱い難くないとの回答が多くを占めた。身体活動性には

四肢筋より背部筋の関与が大きく、筋肉の質を示す位相角がより強い関連性を示した。特定の

PROMs やマイオカインは身体活動性低下と特異的に関連していることが明らかとなり、COPD で

は多裂筋の筋疲労が生じやすく、脊柱起立筋断面積はセデンタリー行動と、多裂筋断面積は中

等度から強度の身体活動時間と関連が強いことが判明した。
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２ 研究目的 

COPD 患者において身体活動性は死亡の最大の危険因子とされており、身体活動性の向上を目的

として歩数の増加を促すことは重要と考えられる。我々は、第 12 期本調査研究にて、年齢、

mMRC、IC を利用して個々の 1 日総歩数標準値を算出する数式を作成した（歩数標準値算出式；

Step count = (-0.079＊[age] -1.595＊[mMRC] +2.078＊[IC]+18.149) 3）[Nakanishi M. Int J 

Chron Obstruct Pulmon Dis 2019]。算出された標準値と現状の歩数実測値に基づき、個々の目

標値を決定する方法を開発し、パイロット試験にてその目標値提供の有用性を確認した[Sasaki 

S. Adv Respir Med 2021]。さらに、第 13 期本調査研究において目標値提供の無作為化比較試

験を行い、目標値提供群で 6 か月後の有意な歩数の増加効果を確認した。しかし、COPD の予後

改善を考えた場合、より長期的な身体活動性維持が求められる。そこで今回は、その方策を探

求する目的で、3 年後の身体活動性を評価し、初期 6 か月の目標提供の効果、6 か月の時点で身

体活動性維持状況が 3 年後に及ぼす影響、3 年間で身体活動性が維持できた患者の特徴、筋肉

量・質、マイオカインの変化量などを調査する。これにより、COPD 患者の身体活動性を長期間
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維持に関する因子の抽出と、具体的対策法の絞り込みを目指す。 

また、第 13 期調査研究では、研究期間終了直前まで患者登録に費やしていたため、主たる解析

のみしか行えず、分析しきれていない部分が多数残ってしまった。第 14 期調査研究の初年度に

は、第 13期調査研究で未実施の分析を行う予定とする。 

 
３ 研究対象及び方法（令和６年度） 

第 13期本調査研究に登録され、無作為化割付実施（visit 2）後 2年 6か月から 3年 6か月の

範囲にあり、同時に以下の登録基準を満たし、除外基準に合致しない患者を対象とする。登録

基準：⑴40 歳以上の安定期 COPD 患者、⑵気管支拡張薬吸入後の FEV1/FVC<0.7 を満たす患者。

除外基準：⑴酸素療法中の患者、⑵臨床上明らかな気管支喘息症状を有する患者、⑶3か月以内

に COPD 増悪の既往のある患者、⑷COPD 以外の疾患により身体活動性が極端に抑制されている

患者（神経筋疾患、重度の骨関節疾患、活動性の悪性腫瘍、急性心筋梗塞など）、⑸研究参加が

困難と担当医が判断した患者。 

方法：第 13期調査研究において、活動の重要性指導と歩数目標値提供をおこない 6 か月間目標

を目指した群（介入群）と活動の重要性指導のみの群（対照群）の身体活動性に及ぼす効果を

比較検討し、その後は両群とも通常診療をおこなった。今回の研究では、前回の visit 2 から

約 3 年後（3 年±6か月）の時点で、同意取得、患者背景確認、身体所見、バイタルサイン、胸

部 CT、呼吸機能検査、mMRC 息切れスコア (mMRC)、COPD アセスメントテスト (CAT)、生活状況

質問票、採血（マイオカイン）、経皮的終末糖化産物 (AGE)、2週間の加速度計装着と日記記録

など、前回と同様の検査を実施し、同時に、心臓超音波検査、心電図、BNP を測定し、心臓の状

態が身体活動性に及ぼす影響に関しても調査をおこなう。これにより、3年間での身体活動性の

変化に影響を及ぼす因子を抽出し、身体活動性長期維持に向けた方策を探求する。 

主要評価項目：3 年後の歩数変化量の介入群と対照群での群間差。副次評価項目：⑴3年後の歩

数以外の身体活動性指標（≥3.0 METs の時間、≥2.0 METs の時間、1.0-1.5 METs の時間、≥3.0 
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METs の総活動量）の変化量の群間差、⑵6 か月後と 3 年後のベースラインからの歩数変化量の

相関関係、⑶6 か月後と 3 年後のベースラインからの歩数以外の身体活動性指標の変化量の相

関関係、⑷3年後の歩数の変化量とベースラインの患者関連因子との相関関係、⑸3年後の歩数

の変化量と患者関連因子の変化量との相関関係、⑹3 年後の歩数以外の身体活動性指標の変化

量とベースラインの患者関連因子との相関関係、⑺3 年後の歩数以外の身体活動性指標の変化

量と患者関連因子の変化量との相関関係。 

第 13 期調査研究の visit 2 は、2022 年 7月 12 日から 2023 年 2 月 15 日におこなわれたことよ

り、3 年後は 2025 年 7 月 12 日から 2026 年 2 月 15 日となり、前後 6 か月の許容期間を含めて

も、登録は実質 R7年度からとなる。従って、R6 年度は、①研究開始のための倫理審査の承認取

得と臨床研究レジストリへの登録を行う。 

さらに、以下の第 13期調査研究の未処理データを分析する。②介入の有無に関わらず、6か月

で歩数増加患者と減少患者で、関連して変動する因子の調査、③歩数目標値設定や自己管理ア

プリ使用感等に関するアンケート結果の分析、④筋肉の量と質に着目し、身体活動性の関係の

分析、⑤アイリシンと AGE に着目し、身体活動性との関連の分析、⑥PROMs とマイオカインに着

目し、身体活動性の状態を予測しうる指標の探索、⑦背部筋群の中の脊柱起立筋と多裂筋の身

体活動に係わる特性の差の検討、⑧セデンタリー時間に着目し、関連因子の検討。 

 
４ 研究成果（令和６年度） 

①3 年間の追跡研究： 

2024 年 11 月に国立病院機構和歌山病院倫理審査委員会の承認を得（一括審査）、2025 年１月に

臨床研究レジストリ（UMIN）に登録した。 

②歩数増加群と減少群での比較： 

歩数増加群と減少群では、増加群で IC が有意に高値であったが、他の背景因子は両群間で有意

差はみられなかった。歩数増加群では GDF-15 の変化量が有意に増加していた。歩数が増加して

いる患者では上腕周囲径が増加しており、1.0-1.5 METs の時間が延長している患者では mMRC

および CAT はむしろ改善していた。 

                 患者背景 
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           歩数増加群と減少群における GDF-15 

         その他身体活動性指標の変化量と各因子の変化量 

③アンケート結果分析： 

目標歩数が多いと回答した患者が 37%にみられたが、有用でないと回答したのは 16%のみであっ

た。また自己管理アプリが難しいと回答した患者は 26%のみであった。自己評価の活動時間は加

速度計による計測時間より約 60 分長く評価されていた。 
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④筋肉の量と質： 

下肢骨格筋指数や大胸筋断面積は身体活動性の指標とは相関せず背部筋群断面積が≥3.0 METs

の時間や 1.0-1.5 METs の時間と相関した。しかし、位相角は身体活動性のすべての指標と強い

相関関係を示した。重回帰分析では、歩数や≥3.0 METs の時間は mMRC と位相角が独立した関連

因子であり、1.0-1.5 METs の時間は評価した相関因子の中では背部筋断面積と位相角が強い関

連因子であった。 

                 患者背景 
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                  相関係数 

     重回帰分析 

⑤アイリシンと AGE： 

介入による AGE の変化は確認できなかった。アイリシンは歩数と同様に介入により有意に上昇

した。 

                各因子変化量の群間差 
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⑥PROMs とマイオカイン 

多変量 ROC 曲線の結果、特定の PROMs やマイオカインは身体活動性低下と特異的に関連してい

ることが明らかとなった。 

              身体活動性の低下との関連 

           身体活動性低下の診断能（単変量 ROC） 
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           身体活動性低下の診断能（多変量 ROC） 

⑦背部筋群断面積 

COPD では多裂筋の筋疲労が生じやすく、多裂筋断面積は中等度から強度の身体活動時間と、脊

柱起立筋断面積はセデンタリー行動と関連が強いことが判明した。 

              背部筋断面積測定データ 
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           患者背景 

           筋肉群の断面積と身体活動性の関係 

               筋疲労評価法（Trunk Holding Test） 
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                筋疲労特性の差 

⑧セデンタリー時間 

座位時間の長い患者は、呼吸機能低値、位相角低値、脊柱起立筋断面積低値が認められた。ま

た、ベースラインの座位時間の長い患者において、座位時間短縮効果が大きかった。 
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５ 考察（令和６年度） 

3 年間の追跡研究に対する倫理審査の承認と臨床研究レジストリ登録が完了し、登録体制が整

った。次年度から患者毎の登録可能時期に合わせ、積極的な登録を目指す。 

6 か月間の歩数目標値提供により対照群に比べ歩数は有意に増加し、GDF-15 も増加が確認され

ていた。さらに、歩数が増加した全患者においても歩数減少群に比べ GDF-15 の有意な増加が確

認され、GDF-15 は歩数増加に関連するマイオカインであると考えられた。GDF-15 は、組織障害・

炎症・酸化ストレスなどで上昇し COPD でも上昇すると報告されている[Husebø GR. Eur Respir 

J 2017]。一方、これら負の反応と逆に、妊娠[Andersson-Hall U. PLoS One 2021]や運動

[Johann K. Cells 2021]により上昇し恒常性を回復させる良好な生体反応もみられる。GDF-15

の変動は身体活動性の予測マーカーとして活用しうる可能性が示唆された。加速度計を用いた

身体活動性の評価は、装着自体が患者にとって心理的負担となることもあり、PROMs や採血で身

体活動性低下が予測できるとすれば有用性が高まると考えられる。今回抽出された PROMs とマ

イオカインが今後日常臨床で役立つことが期待される。これまでの報告では背部筋群を脊柱起

立筋として評価し、身体活動性との関連を示されてきたが[Tanimura K. Ann Am Thorac Soc 

2016]、脊柱起立筋と多裂筋がそれぞれ異なる形で身体活動性に関与してきていることを新たに

明らかにすることができた。セデンタリー時間に関しては、今回の検討項目以外様々な因子が

関与している可能性が示唆されるが、少なくとも座位時間の長い患者では座位短縮が生じやす

いとの結果は、今後の診療ならびに研究において有用な所見であると考えられた。 

なお、歩数目標値提供による歩数増加効果と自己管理アプリの有用性が確認されたことより、

歩数目標値自動算出アプリと自己管理アプリを今年度の成果物として提出する。 

 
６ 次年度に向けた課題 

次年度から 3 年追跡研究の登録を開始する。ただし、3 年間の研究期間の 2 年目での登録開始

となり、全例登録するのが最終年度の後半にかかってしまう可能性もある。その場合、3 年間の

研究期間で十分なデータの解析時間が確保できない危険性もある。そのためにも、許容範囲内

でできる限り早期に登録を進める必要があると考えている。 

今回の一連の検討では、活動性向上教育と歩数目標値提供のみの介入であるが、歩数目標値提

供のみでは十分とはいえず、さらなる複合的な介入が必要になると考えられる。そこでまず、

高齢者に親しみの深いラジオ体操に着目し、実施時の活動量の調査を含め活用可能かどうかの

検討を行なってみる。さらに、年度評価にて、安全、簡便に使えるマニュアルを早急に作り開

始することが望まれるとのご指摘をいただいた。歩数目標値自動設定アプリと自己管理アプリ

の使用方法の解説と、それらを使用した安全な歩数増加のためのマニュアルの作成を行う。 

COPD の身体活動性を向上させるための介入方法は未だ確立しておらず、今回得られた知見を積

極的に論文化して誌上報告に努める必要があると考えている。 

 
７ 期待される成果の活用の方向性 

COPD 患者の身体活動性向上・維持は重要な管理目標のひとつとされているが、有用な具体的
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方法は存在せず、現実的には身体活動性を向上させるのは決して容易ではない。患者の自己管

理と重症化予防を目指して、我々は第 12 期本調査研究において歩数予測式を作成し、予測式か

ら算出された歩数標準値と現状の歩数実測値を用いて患者個々の歩数目標値の設定方法を構築

した。また、この歩数目標値提供の有用性を 2 か月間のパイロット試験で確認してきた。従来、

海外で報告されてきた歩数目標値提供研究では、2-3 か月での効果はみられても 6 か月以上の効

果は得られないという結果が中心であり、少なくとも 6 か月間の有効性を確認する必要があっ

た。そこで、第 13 期本調査研究において、算出された患者個々の歩数目標値を提供する群と対

照群の間で無作為化比較試験をおこない、6 か月後での歩数の増加効果を確認してきた。 
従来の報告はいずれも患者の現状の歩数のみに基づき目標値が設定され、しかも毎週その目標

値を高めていく方式であった。COPD の疾患進行に伴って活動能力は当然低下するはずであり、

現状の歩数のみではなく患者の疾患病態を反映した今回の目標値設定法が、6 か月後の歩数増

加につながった可能性が考えられる。さらに、従来の方式では、患者が頑張って目標に到達し

たとしても１週間後には目標はさらに高いところに遠のいてしまい、長期的な患者のモチベー

ション低下を招く可能性があったのに対し、今回は 6 か月間目標値を固定したままで、目標達

成感を味わえる様にしたことも歩数の増加に役立った可能性が考えられた。 
しかし、身体活動性維持・向上は 6 か月間で効果が見られたのみでは決して十分ではなく、よ

り長期的な効果を求める必要がある。そこで今回、3 年間の身体活動性維持のために、初期６か

月間の歩数目標値提供がどれほど効果を示すのか、また、3 年間で身体活動性が維持できた患者

ではどの様な因子が関与しているかなどを調査し、身体活動性の長期維持のための具体的な対

策を探索する予定である。具体的な介入ターゲットが明らかとなれば、COPD の身体活動性の

向上、ひいては予後の改善につながる可能性が期待される。 
第 13 期調査研究の結果からは、介入群では GDF-15、FABP3、Irisin などのマイオカインが有意

に増加しており、歩数増加にマイオカインの増加が関与している可能性が示唆されていた。今

回、更に歩数増加群と減少群に分類し直してマイオカインの関与を検討したが、歩数増加群で

は GDF-15 の有意な増加が確認された。このことより、歩数増加にマイオカイン特に GDF-15 が

関与している可能性がさらに高まったと考えられる。GDF-15 等マイオカインの関与が明らかに

なれば、次にそのマイオカインを中心に新たな介入方法が芽生えてくる可能性もあり、今後の

身体活動性維持・向上のために有用な方法が生み出されてくることにつながることが期待され

る。 
PROMs とマイオカインの中から、関与の強い因子を抽出して組み合わせて身体活動性低下を予

測する方法は、加速度計等の機器を用いるわずらわしさなく評価可能であり、日常臨床のなか

で今後役立つ可能性が考えられる。また、脊柱起立筋と多裂筋が身体活動性に対し異なる特性

をもって関与している可能性が示唆され、今後の筋肉に対する研究の方向性においても新たな

視点が追加されたと考える。 

 
【学会発表・論文】 

1. Minakata Y, Sasaki S, Murakami Y, Kawabe K, Ono H: Processing of sedentary time 

and its reference equation in patients with COPD. Int J Chron Obstruct Pulmon Dis 

19: 1931-1942, 2024 

56− 58− − 59−− 13−



 
 
 

 

2. 栗原有紀、髙橋浩一郎、田代宏樹、浅井一久、佐々木誠悟、中西正典、平野綱彦、松永和

人、南方良章：COPD 患者において座位時間と歩数の変化量は相関しない．第 34 回日本呼

吸ケア・リハビリテーション学会学術集会 名古屋 2024.11.15 

3. 栗原有紀、田代宏樹、浅井一久、佐々木誠悟、中西正典、平野綱彦、松永和人、南方良章、

髙橋浩一郎．COPD に対する個別歩数目標値提供によるリハビリテーションの効果．第 12回

呼吸ケア・リハビリテーション学会 九州沖縄支部学術集会 福岡 2025.03.16 

57− 60−− 14−


